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国土交通省の河川情報施策

第27回 河川情報取扱技術研修



本日の内容

 近年の災害の状況と今後の防災・減災対策

 河川情報の役割

 河川情報で「命」を守る

 防災･減災分野での新技術の活用（DX）
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赤城山レーダ雨量計



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

近年の災害の状況と今後の防災・減災対策
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近年の自然災害の発生状況

 近年、毎年のように全国各地で自然災害による甚大な被害が発生。

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

③小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

④桂川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

⑤小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

⑥神戸港六甲アイランドにおける
浸水被害 （兵庫県神戸市）

⑦土砂災害の状況
（北海道勇払郡厚真町）

②土砂災害の状況
（熊本県南阿蘇村）

⑧電柱・倒木倒壊の状況
(千葉県鴨川市)

⑨千曲川における浸水被害状況
(長野県長野市)
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⑩球磨川における浸水被害状況
(熊本県人吉市) 4

平成27年9月関東・東北豪雨 平成28年8月台風10号 平成29年7月九州北部豪雨平成28年熊本地震

房総半島台風 東日本台風 ７月豪雨

7月豪雨 台風第21号 北海道胆振東部地震



令和２年７月豪雨

 7月3日から7月31日にかけて、日本付近に停滞した前線の影響で、暖かく湿った空気が継続して流れ込み、各
地で大雨となった同期間の総降水量は、長野県や高知県の多い所で2,000ミリを超えたところがあり、九州南部、
九州北部、東海、及び東北の多くの地点で、24、48、72時間降水量が観測史上1位の値を超えた。
 国が管理する7水系10河川、県が管理する58水系193河川で決壊等による氾濫が発生。 全国で約13,000haが
浸水、多数の道路や鉄道が被災。 ※１

 今回の豪雨により、死者82名※１、住家被害約18,500棟※２など極めて甚大な被害。
 住宅や道路等のインフラへ被害に伴い、多数の避難者や集落の孤立※３が発生。
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※１国土交通省「令和２年７月豪雨による被害状況等について
（第50報）」（令和2年10月1日）

※２消防庁「令和２年７月豪雨による被害及び消防機関等の対応
状況（第49報）」（令和２年８月２４日）

※３ 最大時で避難者約11,000人、孤立世帯約4,000世帯

球磨川の氾濫（7/4）

江の川の氾濫（7/14）

7/4 4:50 熊本県、鹿児島県に大雨特別警報を発表
11:50 大雨特別警報の全てを警報に切替

7/6 16:30 福岡県、佐賀県、長崎県に大雨特別警報
を発表

7/7 11:40 大雨特別警報の全てを警報に切替
7/8    6:40 岐阜県に大雨特別警報を発表

6:43 長野県に大雨特別警報を発表
11:40 大雨特別警報を警報に切替

大雨特別警報の発表状況

筑後川の氾濫（7/7，7/8）

最上川の氾濫（7/29）

土砂災害（全国932件）※１



令和３年７月１日からの大雨における被害状況
○7月上旬から中旬にかけて梅雨前線が日本付近に停滞し、各地で大雨となった。7月1日から3日は、静岡県の複数の地点で

72時間降水量が観測史上１位の値を更新するなど、東海地方や関東地方南部を中心に大雨となった。7月7日から8日は、中
国地方を中心に日降水量が300ミリを超える大雨となった。7月9日から10日は、鹿児島県を中心に総雨量が500ミリを超える
大雨となった。7月12日は、1時間降水量が観測史上1位の値を更新するなど、島根県や鳥取県を中心に大雨となった。

〇死者22名、行方不明者6名、住家の被害2,565棟の甚大な被害が広範囲で発生※1。
〇土砂災害発生件数267件（土石流等：28件、地すべり：8件、がけ崩れ：231件）※2。特に静岡県熱海市伊豆山の逢初川で発生
した大規模な土石流により、人的被害、住家被害等の極めて甚大な被害が発生。

〇29 水系 60 河川で氾濫や河岸侵食等による被害が発生※2。
〇高速道路等12路線12区間、直轄国道6路線9区間、都道府県等管理道路64区間で被災が発生※2。

※1 消防庁「令和３年７月1日からの大雨による被害及び消防機関等の対応状況（第31報）」（令和3年7月29日）
※2 令和3年8月6日時点

土石流による被害
（静岡県熱海市）

港湾への土砂流入
（静岡県熱海港伊豆山地区）

逢初川上流の崩壊源頭部
（静岡県熱海市伊豆山逢初川）

提供：アジア航測(株)・朝日航洋(株)

逗子ICにおけるのり面崩落
（神奈川県逗子市）

地すべりによる被害
（長野県長野市）

沼田川水系天井川の堤防決壊
（広島県三原市）

本川水系本川からの氾濫
（広島県竹原市）

黄瀬川大橋の被害状況
（静岡県沼津市）
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気候変動のスピードに対応した「事前防災対策」の加速化

 整備を越えるスピードで進行する気候変動に対応するため、気候変動適応型の治水対策への転換が必要。
 災害の発生状況やＩＰＣＣ の評価等を踏まえれば、将来の気候変動はほぼ確実と考えられ、緩和策と適応策と
を車の両輪として進め、気候変動に対応する必要。

7※出典：「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」提言 改訂版（令和３年４月）

九州南東部

四国南部

紀伊南部

近畿

中部

関東

東北東部

九州北西部

中国西部

瀬戸内

山陰

北陸

沖縄

東北西部
北海道南部

北海道北部

※近年、大規模な水害が発生した際の洪水流量
が長期的な目標（基本高水）を上回った水系
から順次、河川整備基本方針を見直す

＜今世紀末時点での地域区分毎の降雨量変化倍率（２℃上昇）＞

※気象庁資料より作成

１時間降水量50mm以上の年間発生回数
（アメダス1,300地点あたり）

時間雨量50mmを超える短時間強雨の発生件数が増加
（約30年前の約1.4倍）

全国（北海道を除く） 1.1
北海道 1.15



「流域治水」の施策のイメージ

 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治
水対策、「流域治水」へ転換。

 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫
域も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減
少させるための対策、③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。
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集水域

河川区域

氾濫域

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・
復興のための対策
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河川情報の役割
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河川情報の役割

レーダ雨量計

水位計

堰・水門諸量

ダム諸量

カメラ映像

流速

水質

生物

利活用

樋門・樋管諸量

潮位

土砂

雨量計

地下水位

■河川計画の立案
・治水対策
・利水確保
・環境保全

■水文資料

■河川管理
・巡視・点検
・河川環境の維持
・河川の適正利用

■施設操作
・ダム、堰等の操作
・農業用水等の取水

■災害対応（防災情報）
・洪水予報
・水防警報
・PUSH型通知
・リスク情報
・渇水調整

河川の情報

地形・地質

主な用途
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水害・土砂災害情報等について
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 近年の水関連災害による原因別犠牲者は、「洪水」「河川」によるものが42%、「土砂」によるものが46％となって
いる。
 年代別の犠牲者数では、60代以上が63%となっており、高齢者の割合が高い。
 令和元年東日本台風では、「洪水」「河川」による犠牲者の割合が72%と近年に比べ高く、60代以上の犠牲者の
割合も全体の75%と高い比率となっていた。

【出典】 2019年台風19号等による人的被害についての調査(速報 2020年1月11日版)、静岡大学防災総合センター教授 牛山素行
平成30（2018）年7月豪雨による人的被害等についての調査(速報）（2018/10/16版)、静岡大学防災総合センター教授 牛山素行 ※調査結果の一部を参考としてグラフに追記

原因外力別犠牲者数
年代別犠牲者数

• 「洪水」は河道外に溢れた水に起因する犠牲者
• 「河川」は河川に近づき河道内・河道付近で遭難した犠牲者
• 「その他」は状況不明な者を含む
•報道情報，行政資料，周囲の地形，空中写真，筆者自身の現
地調査等から分類

•一般的に65歳，75歳で高齢者を区分することが多いが，最近は年
齢ではなく「XX代」の情報しか得られないケースが増えたため10歳代
ごとに集計洪水 河川 土砂 強風 高波 その他

30代以下 40代 50代 60代 70代 80代以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考）



水害・土砂災害情報等について

 大雨の際の情報はテレビやインターネットから入手する人が多い。
 入手した情報としては、大雨警報・大雨特別警報や河川水位情報が多い。
 回答者の約８割の人がハザードマップを見たことがあると回答。
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※回答数n=2689 ※n=915

令和２年７月豪雨の際に情報を入手した

方法を選んでください（複数選択可）

どのような情報を入手しましたか（複数

選択可）

3
10

71

6
7

246
142

328

566

84

215

148
41

768

無回答

その他

入手していない

家族等他者から

防災アプリ

SNS

緊急速報メール

インターネット

防災行政無線

新聞

ラジオ

ケーブルテレビ

テレビ

0 500 1000

災害リスクを確認したことがあります

か（複数選択可）

6

7

158

73

268

395

729

無回答

その他

確認したこと

はない

浸水実績図

土砂災害危険

区域図

浸水想定区域

図

ハザードマップ

0 500 1000

※n=1636

141

14

154

229

661

106

215

305

無回答

その他

浸水想定区域

大雨危険度分

布

大雨警報、大雨

特別警報

ダム貯水・放流

情報

河川カメラ情報

河川水位情報

0 400 800

【出典】2020年8月に国土交通行政インターネットモニターを対象として実施した「令和2年7月豪雨等における大雨時の防災情報に関するアンケート」
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水文観測と河川情報の提供
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河川における水文観測（イメージ図）

レーダ雨量観測所
中継局

地方整備局
○○事務所

警報表示板

気象台

地上雨量観測所

水位・流量観測所

災害対策本部

テレメータ
局舎

14



河川における水文観測

所轄
雨量

観測所
水位

観測所

水管理・国土保全局及び水機構 2,408 2,078

気象庁 1,298 －

都道府県 5,049 4,782

合計 8,755 6,860

川の防災情報において情報配信されている
観測所数（2021.8末時点） 観測種目 観測頻度

地上雨量
観測

・10分間隔
※都道府県の観測所及び国の一部観測所は
通常1時間毎、降雨があった場合に10分間隔

レーダ雨量観測
・常時観測
観測結果をXRAINとして1分周期で配信

水位観測
・10分間隔
※都道府県の観測所及び国の一部観測所は
通常1時間毎、水位が閾値を超えた場合に10分間隔

流量観測
・低水観測：年間36回以上
・高水観測：年間10洪水程度

観測頻度

観測種目 観測施設の配置

地上雨量観測
・均一の降雨状況を示す地域に1観測所
・おおむね50km2に1観測所

レーダ雨量観測
・Cバンド：半径120kmが定量観測範囲
・Xバンド：半径60kmが定量観測範囲

水位観測
流量観測

・河川整備計画、水資源開発計画のための基準点として、永続観測が必要な地点
・洪水予報や水防警報等のために必要な地点
・河川の流出特性を把握する上で重要な地点

観測施設の配置

 降水量及び河川の水位と流量の観測は、「治水・利水・環境」といった各側面から、総合的な河川計画の立案、
河川工事の実施、河川の適正な維持、河川環境の整備と保全、その他河川の管理に必要な基礎データを提供
するものである。
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【参考】レーダ雨量計の整備状況

 現在、26基のCバンドレーダ雨量計と39基のXバンドレーダ雨量計で、国内の主要な河川流域ををおおむねカ
バーしている。
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Cバンド（MP）レーダ雨量計（26基）

※円は半径120kmの観測範囲を示す
※青円の17基はMP化したレーダ

ＸバンドMPレーダ雨量計（39基）

※円は半径60kmの観測範
囲を示す

2020.10MP化

2021.06まで機器更新(MP化)のため、停止中



第１回中小河川における水難事故防止検討ＷＧ 兵庫県説明資料より
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水位［m］１４：５０
１．０１m

１４：４０
-０．３３m

１０分間で
１．３４ｍ
水位上昇

１４：５０ 水位：１．０１m

都賀川甲橋 水位上昇状況
（神戸市モニタリングカメラ画像）

１４：４０ 水位：－０．３３m

平成20年7月28日都賀川の水害における水位上昇

2008（平成20）年7月の都賀川での水害

 神戸市都賀川での水害。（５名死亡）
 従来のCバンドレーダ雨量計では捉えきれない局地的な大雨や集中豪雨により、急激な水位上昇が発生。

17



※Ｃバンドレーダ（定量観測半径120km）は広域的な降雨観測に適するのに対し、ＸＲＡＩＮ（定量観測半径
60km）は観測可能エリアは小さいものの局地的な大雨についても詳細かつリアルタイムでの観測が可能。

【既存レーダ（Ｃバンドレーダ）】

（最小観測面積：１ｋｍメッシュ、配信周期:5分
観測から配信に要する時間 5～10分）

【ＸＲＡＩＮ】

（最小観測面積：250ｍメッシュ、配信周期:1分
観測から配信に要する時間 1～2分）

・
高
頻
度
（
5
倍
）

・
高
分
解
能
（
16
倍
）

 都市域等に高頻度、高分解能なＸＲＡＩＮを導入し、局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）や集中豪雨の被害低減
に向けた実況観測を強化。

 従来レーダ（Ｃバンドレーダ）に比べ、高頻度（５倍）、高分解能（16倍）での観測が可能。また、これまで5～10分
かかっていた配信に要する時間を1～2分に短縮。

 2010年からXバンドMPレーダによる合成雨量データをXRAINとして一般へ配信開始。

ＸＲＡＩＮとＣバンドレーダの比較

18



レーダ合成雨量データ（XRAIN)の配信（2016（平成28）年～）

 XバンドMPレーダ雨量計やCバンドMPレーダ雨量計を組み合わせて250mメッシュのレーダ雨量を、XRAIN
（［エックスレイン・eXtended RAdar Information Network］の略）として1分ごとに配信。

19



多重無線中継所

出張所

携帯電話やパソコンによる情報提供

Cﾊﾞﾝﾄﾞﾚｰﾀﾞ雨量計
（26基）

水位観測所
（約7,300観測所）

河川情報提供
システム

XﾊﾞﾝﾄﾞMPﾚｰﾀﾞ雨量計
（39基）

ﾃﾚﾒｰﾀ雨量計
（約10,200観測所）

住民

CCTVｶﾒﾗ（約2,800基）

河川情報の提供

 全国約17,500観測所で常時観測されている雨量、水位データ等をリアルタイム（24時間・365日）で収集、加工・
編集し、河川管理者、市町村、住民等に提供。

20



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

河川情報で「命」を守る

21



水害・土砂災害時に行動を促す防災情報の流れ

 国土交通省や気象庁などが発表する防災情報の多くは、市町村、報道機関などを通じて一般に周知。
 近年、緊急速報メールやツイッターなどにより、PUSH型で住民に直接情報を提供する取組も実施。
 スマートフォンの普及などにより、住民がインターネットから直接情報を得る機会が増加。

22

送り手 受け手

雨量

水位

ダム諸量

土壌雨量
指数

映像

予測値

など

住 民

気象警報・注意報
気象情報

指定河川洪水予報
土砂災害警戒情報

高潮警報

緊急速報メール
アラートメール

記者発表・Lアラート

会見・解説

ツイッター、YouTube等

ウェブサイト

防災行政無線
広報車
緊急速報メール
会見、記者発表
ウェブサイト

テレビ、ラジオ
ケーブルテレビ
ウェブサイト
防災アプリ

受け手が理解しやすい防災情報

報道機関
など

災
害
か
ら
命
を
守
る
的
確
な
行
動
と
判
断

市 町 村

市町村・報道機関等と連携した情報提供

ホットライン



 情報を発信する行政と情報を伝えるマスメディア、ネットメディアをはじめとする民間企業等が連携し、それぞれ
の有する特性を活かした対応策、連携策を実施することで、住民自らの行動に結びつく切迫感のある情報をタイ
ムリーに、かつ真に情報を必要とする人へ届ける仕組みを構築。
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受け身の個人 行動する個人へ避難

決断

より詳細な情報への誘導
二次元コード、共通ハッシュタグ等

ブロード
キャスト型

従来 強化

公式アカウントで情報発信

●メディア連携の促進

●地域コミュニティ
の防災力強化●切迫感とリアリティの追求

専門家の解説切迫した河川映像

プッシュ型

防災マイ・ページ
マイ・タイムライン等

●情報の個人カスタマイズ
の実現

避難インフルエンサー

逃げなきゃコール 等

プル型

防災コラボチャンネル
（CATV☓ローカルFM）
新聞
（ハザードマップ掲載等）

●情報のローカライズ化の促進

●情報の一元化・単純化による分かりやすさの追求
水害・土砂災害情報統合ポータルサイト、情報の「ワンフレーズ・マルチキャスト」の推進等

緊急速報
メール等

気象・水害・土砂災害情報

マルチメディア（TV・ラジオ・CATV等） ネットメディア（ウェブサイト・SNS等）

川の防災情報 等

スマート
フォン 等

メディアの特性を活かした情報発信の充実



「川の防災情報」ウェブサイトのリニューアル（令和3年3月）

 全国の川の水位や洪水予警報、レーダ雨量、河川カメラ画像などをリアルタイムで提供している「川の防災情報」
ウェブサイトを全面リニューアルし、大雨時に必要となる川の情報をより分かりやすく、見つけやすく提供する。

※ 「川の防災情報」ＵＲＬ： https://www.river.go.jp ※ 画面構成は一部変更となる場合があります

身近な地点の情報に
簡単にアクセス

地図を操作して
調べたい情報を検索

自宅や職場などの場所（最大３箇所）や確
認が必要な観測所などを登録し、トップ画
面や地図画面などをカスタマイズして、必
要な情報を速やかに確認できるようになり
ます。

地図画面をフルGIS化し、河川水位、洪水

予報の発表状況、レーダ雨量、河川カメラ
画像などのリアルタイム情報や、洪水浸水
想定区域図などのリスク情報を１つの地図
画面で表示できるようになります。

全国の洪水の危険度を
一目で確認

地点を登録

近隣の観測所を登録

登録地点の
浸水想定を表示

観測所やカメラなど
のアイコンを選択し
て情報を表示表示範囲の移動や拡

大・縮小が容易にできる

トップページの一番上に全国の洪水予報などの
発表状況を掲載

全国で発表されている洪水予報やダム放
流の状況など、危険が高まっている河川を
一目で把握できるようになります。

24



川の防災情報サイトへのアクセス集中

 令和元年東日本台風では、「川の防災情報」ウェブサイトにアクセスが集中し、つながりにくい状況が発生。

 ウェブサイトへのアクセス数が年々増加傾向となっていることも踏まえ、広域災害時にも確実に情報提供が行え
るよう、今後マスメディア・ネットメディアと連携した情報提供のさらなる充実が必要。

1.6倍

NHK あなたの天気・防災
（データマップ）

Yahoo! 天気・災害 河川水位
「川の防災情報」が首都圏を中心とした広域災害によるアクセス
集中でつながりにくくなり、過去最大アクセス数の1.6倍を超える
アクセスが発生。

令和元年
台風第19号

平成29年
台風第21号

平成30年
7月豪雨

台風第15号（紀伊

山地土砂災害）

台風第18号（桂川溢水）

台風第18号（鬼怒川決壊）

台風第21号（近畿地方）

平成30年7月豪雨

台風第19号

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

河川情報へのアクセス数は、年々増加。

【川の防災情報のアクセス数推移】

【民間サイト等による水位情報等の提供】

民間サイト等において、国土交通省がデータを提供する水位
やCCTVカメラ画像等を他の防災情報等と合わせて表示。

各年度における「24時間アクセス」の最大数
ウェブサイト画面

【「川の防災情報」ウェブサイトのアクセス集中】

25



「川の防災情報」サイトのアクセス集中対策

 より多くのアクセスにも対応できるようサーバ、回線を増強する。あわせて、アクセス集中時の負荷の軽減のた
め配信コンテンツの軽量化と、負荷分散装置の増強、効率化を図る

 必須コンテンツの整理と簡易版の改良

①より効率的に情報提供
できるよう負荷分散装置（CDN）を強化

②キャッシュ効率
を向上させるため、
コンテンツを事前
に作成・軽量化

④他の改良に合わせて
回線容量を増強

③サーバ
増強CDN

（Content Delivery Network）
同じリクエストにはキャッシュ
サーバ上のコピーで対応し、
サーバ本体への負荷を軽減

26



緊急速報メールによる切迫性の伝達

 国土交通省では、「水防災意識社会 再構築ビジョン」のもと、洪水時に住民の主体的な避難を促進するため、平

成２８年９月から、緊急速報メールを活用した洪水情報※１のプッシュ型配信※２に取り組んでいる。平成３０年５月
１日から、国管理河川全１０９水系に配信対象をエリア拡大。

※１ 「洪水情報」とは、洪水予報指定河川の氾濫危険情報（警戒レベル４相当）及び氾濫発生情報（警戒レベル５相当）の発表
を契機として、住民の主体的な避難を促進するために配信する情報。

※２ 「プッシュ型配信」とは、受信者側が要求しなくても発信者側から情報が配信される仕組み。

27
※このメール配信は、国土交通省が発信元となり、携帯電話事業者が提供する「緊急速報メール」のサービスを活用して洪水情報
を携帯電話ユーザーへ周知するものであり、洪水時に住民の主体的な避難を促進する取組みとして国土交通省が実施するもの。



緊急速報メールの文章の改善

 令和元年東日本台風後の検証チームでの検証を経て、簡易な文章に改善。
 令和２年７月豪雨において、緊急速報メールを１１県の２７市１９町４村に対し、５０回発信。

28
改善後の文章



YouTubeによる河川ライブカメラの配信
（令和２年７月７日）

整備局名 対象河川 カメラ数 チャンネル数
配信

開始日

北海道開発局
13水系14河川

（天塩川水系天塩川他）
14 1

令和元年
8月16日

近畿地方整備局
9水系15河川

（由良川水系由良川他）
16 1

令和元年
6月17日

中国地方整備局
2水系4河川

（高梁川水系高梁川他）
4 2

令和元年
7月31日

四国地方整備局
1水系2河川
（肱川水系）

4 1
令和元年
10月31日

九州地方整備局 20水系74河川 310 20
令和２年
6月5日

■現在配信中のYouTubeサイト

北海道開発局 近畿地方整備局
中国地方整備局

九州地方整備局四国地方整備局
【太田川】【高梁川】

 各地方整備局等において、河川状況の切迫性を伝えるため、メディアと連携したラカメラのライブ配信を実施。
 また、YouTubeによる河川カメラのライブ動画を令和元年6月より施設が整った整備局ごとに公開。現在、５地方
の河川カメラ３４８台のライブ動画を各地方整備局の水災害予報センターのチャンネルで配信中。

河川カメラのライブ配信

＜メディアからの意見（住民自らの行動に結びつく水害・
土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト）＞

■河川の状況を報道するにあたって、映像がほしい。映像が
あることで臨場感をもって伝えることができる。

■国交省のカメラは映像が安定しており河川の様子がわかり
やすいので、メディアで活用が広がっている。

■YouTubeでの配信は、ネットメディアでも活用しやすいた
め、今後連携を進めて行きたい。 29



逃げなきゃコールの普及促進

※n=938

避難の呼びかけに活用するため、
離れた地域の災害情報を取得出
来るスマートフォンアプリ等を利用
していますか。

利用している
25%

利用してい
ない
74%

無回答…

【参考】 令和２年７月豪雨等
の防災情報に関するアンケート

逃げなきゃコールの普及広報

■災害情報に関する登録型のプッシュ型メールを充実させ、一人暮らしの親等が住む地域の水位情報や浸水リス
クを、離れて暮らす子供等親族に通知する「逃げなきゃコール」を開発、提供することで、親族による避難の声か
け（人から人）を支援し、住民の避難行動を促す取組。

■利用者を増やし、住民の避難行動を促すため、「逃げなきゃコール」の普及活動を推進する。

30

QRコード

実施機関等
（アプリやサービス提供）

※NTTドコモは
R3.6からサービス開始



国管理河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）による情報提供

 観測所地点の水位から上下流連続的な水位をリアルタイムで計算し、堤防の高さとの比較により地先毎の洪水
危険度を把握・表示する国管理河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）により、災害の切迫感をわかりや
すく伝える取組を推進。
 令和２年７月豪雨による出水の際にも、水位計がない地先において、洪水危険度の情報を提供。

令和２年７月豪雨における表示（江の川水系江の川の例）
河川水位表示機能

【参考】 近隣の水位観測所
N

江津市

地先毎の洪水危険度を表示

実際の河川の状況

31



洪水の危険度分布の表示の統合

地域の危険度を一元的に確認出来るよう、これらを同一画面で表示
危険度について、さらに長時間先の危険度予測についても情報提供に向けて取り組む

洪水警報の危険度分布

国が管理する河川(大河川)においては、雨量予測や実
況水位をもとに計算した200ｍ毎の水位と、現地の堤
防等の高さとの比較により洪水危険度を表示する 「国
管理河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）」 を提供

気象庁は雨量予測に基づき、洪水発生の危険度を示
す「洪水警報の危険度分布」を提供

荒川の例

32

国管理河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）



 災害名、会見開催時の災害状況
特別警報と河川の今後の見通しについて（大雨特別警報切替時の本省庁合同記者会見）

 会見の目的
大雨は峠を越えても、大河川ではこれから水位が上昇すること等を伝える

●記者会見・取材対応の概要

・開催日時：２０２１年７月１０日（土）
１１：００～１１：３０

・対応者：
気象庁 大気海洋部 予報課長
水管理・国土保全局 河川環境課長

・取材機関：気象庁記者クラブ加盟各社等

・会見の目的：
鹿児島、宮崎、熊本の一部に大雨特別警報が発表されている中、このうち宮崎、熊本については
大雨警報等へ切り替えられる見通しとなったため、引き続き土砂災害や河川の氾濫に警戒が必要
であること、加えて、川内川では鶴田ダムが緊急放流の判断の可能性がある旨を周知する。 33

水管理・国土保全局と気象庁による合同記者会見（例） 【YouTubeでも配信】



地方整備局と地方気象台による合同会見（例）

○九州地⽅整備局と福岡管区気象台で合同記者会⾒を実施。被害の状況や今後の気象状況を
説明。令和３年７⽉４⽇（⼟）から７⽉９⽇（木）までで合計８回実施。 【YouTubeでも配信】
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地方におけるメディアとの連携

 令和元年６月から地方毎に行政とメディア関係者が連携して災害情報の共有方策の具体化を検討し、メディア連
携を促進するため、地域連携メディア協議会の設置を推進。また、地域メディア等との勉強会で意見交換。
 コロナウィルスによる影響を勘案し、WEB形式等により会議を開催。

WEB会議：新潟県 YouTubeによる配信
南海放送（愛媛県）

メディア連携協議会

国
土
交
通
省

都
道
府
県

地
方
新
聞
社

地
域
民
放

地
域
ラ
ジ
オ

Ｎ
Ｈ
Ｋ
地
域
局

地
域
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

気
象
キ
ャ
ス
タ
ー

地
方
気
象
台

行政とメディアの連携策を共有する場を設置

メディア連携協議会との会見訓練

現地見学会
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防災用語・防災情報の改善

 近年の災害の発生状況や新たな防災情報の導入、情報通信技術の進化や情報伝達手法の多様化などを踏ま
え、受け手がより直感的に状況を理解でき、災害時に安全を確保するための適切な行動がとれるよう、防災用語
の改善や伝え方の工夫、住民・社会の意識・理解の向上が必要。
 用語・解説集を整理し、インターネット上でも閲覧可能とすることで、メディア、住民と認識の共有を図る。

用語の意味を理解

動画や写真により状況を把握地図情報により位置を把握

ニュース等で伝えられる
情報が分からないときは…

防災情報の発表

受け手にわかりやすい説明
平時からメディア等と連携

用語・解説ウェブサイト
で認識を共有

防災機関 メディア等

ウエブサイトで用語等を検索
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防災用語ウェブサイト

用 語
よみがな

○ 概要
水害・土砂災害について普段接することのないような方でも、その用語の
意味の概略がわかるような、専門用語をなるべく使用しない簡潔に説明。

○ 求められる行動
その用語が伝えられるような状況において、今後注意すべき事項や、想定される行動。

○ リアルタイム情報
その用語に関連するリアルタイム情報が閲覧できるウェブページへのリンク

○ 用語の説明
その用語の意味についての正確な説明。また、情報を伝える際に理解しておくべき事項。説明文中の関連する
用語については、その用語へリンク

○ 情報を伝える際の留意点
用語を伝える際に誤解を与えないよう留意すべき事項や分かりやすく伝えるための使用方法。

○ 詳しい解説・参考資料
その用語に関連する解説ページへのリンク

（令和３年○月○日作成／更新）

○ 画像・動画
メディアで繰り返し説明に使える長さで表現

国・自治体等が発表する、水害・土砂災害に関する情報や報道
発表資料、記者会見、解説資料などで用いる用語を中心に掲載

すぐに現在の状態が調べられるよう
リアルタイム情報のページにリンク

非常時に伝えるべき、求められる行
動を記載

その用語の概要が直
感的にわかりやすい
図、写真、動画、地図
などを掲載。

緊急の呼びかけ方、言い換えの表
現、伝達の際の留意点など

※ ページのデザインや記載内容は、今後、変更となる可能性があります。

防災用語ウェブサイト

防災用語ウェブサイトに掲載するコンテンツ
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

防災･減災分野での新技術の活用（ＤＸ）
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河川におけるDX・デジタルツイン（Digital Twin)

 河川および流域に関する様々な情報をデジタルデータ化し、仮想空間上で統合し、現状評価や将来予測、管理
支援等の分析を実施。

 仮想空間での検討結果をもとに、計画立案や河川整備、河川管理の効率化、河川利用の高度化を図り、河川に
おける新たな価値を創出する。

39

流 域

物理空間 仮想空間Digitaｌ Data

Action

水文情報、防災情報、リスク情報、河道情報、施設情報、環境情報、

被災情報、施工情報、利用情報、流域情報 など

施設操作、巡視・点検、調査・測量、観測、

工事、維持・補修、河川利用 など

AI分析等

データベース化

流 域河 川 河 川

現状評価

将来予測

管理支援 等

オープンデータ化

関係機関連携 等

地域の安全・安心
自然環境の保全

地域の活力・賑わい

新たな価値の創出

河川管理の効率化

新
技
術



＜平時＞

CCTVカメラや水位計等、観測網を充実させ、それらから得られる
情報をフルに活用して流域全体の対策を向上させる。

平時に加えて、災害時における
情報分野での流域治水の取組を加速

［予測技術を活用した流域一体での洪水予測・ダム運用の高度化］

［デジタル技術を活用した災害対応の強化］
◆衛星やセンサーなどのデジタル
技術により浸水把握を早期化

◆TEC-FORCEについてオンライン
での被災状況の集約・共有などを
可能とする『iTEC』開発を推進

被害全容把握の迅速化を図るとと
もに、隊員の負担軽減、総合司令
部のマネジメント機能を強化し、
災害対応力を強化。

サーバ（クラウド等）

被災状況調査

ＴＥＣ-FORCE総合司令部等

リエゾン排水作業等

よる情報共有＞
＜自治体首長＞

域市町村への河川・気象情報

流域治水DXの推進 ［住民の安全・安心につながるDX］

２．国土強靱化に資するDXの推進

○ 流域情報の収集・集積・伝達、予測の高度化を推進するため、水位計等の観測網を充実させるとともに、３Dハ
ザードマップ等のリスクコミュニケーションに活用できるツールを拡充する。

○ また、流域全体の関係者間で河川やダムの状況、今後の水位予測等の情報共有を図るなど、情報分野での
流域治水の取組を加速し、円滑な災害対応を実現する。
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出典：令和４年度 水管理・国土保全局予算概算要求概要（令和３年８月 国土交通省水管理・国土保全局）を一部修正



３Ｄ浸水想定区域図（荒川の事例）

３D表示とすることで、住まい周辺の浸水リスクを

よりイメージしやすくなるため、リスクコミュニケー
ションツールとして有効。

荒川３D浸水想定区域図URL https://experience.arcgis.com/experience/a14b9a7cee8943889babc2096f5a5fe7/page/page_0/?views=view_1

通常の浸水想定区域図
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【参考】３D都市モデル Project PLATEAU（プラトー）
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【参考】３D都市モデル Project PLATEAU（プラトー）
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マイ・タイムラインとスマートフォンのプッシュ通知などデジタル技術の活用による避難行動支援

避難の
タイミングです

！

○○川
××観測所

3.15m になりました

避難場所情報 >

防災情報通知

河川カメラ >

テレビの天気予報を注意

ハザードマップで避難所
を確認！

非常持出袋の準備
足りない物を買い出し！

川の水位をインターネッ
トで確認。

住民等市国

おじいちゃんと一緒に
早めの避難開始！

避難所に避難完了！
避難
指示

Lv4
相当

高齢
者等
避難

Lｖ３
相当

3日前

氾濫
発生

一人ひとりのマイ・タイムライン（イメージ）

リスクコミュニケーションの活性化と防災情報のパーソナライズ化により、適切な避難行動を促進

マイ・タイムラインを
スマホに登録・状況確認

■台風の接近時などに、「いつ」・「何をするのか」を住民一人ひとりに合わせて、あらかじめ時系列で整理した自分自身の避難行動計画で
ある「マイ・タイムライン」とスマートフォンアプリの防災情報のプッシュ通知機能などデジタル技術を融合。

■地域のワークショップによる平時におけるマイ・タイムラインの検討の過程で、自宅の浸水リスクや逃げるタイミング等をスマートフォンに登録し
ておき、水害などの危険が迫った際には、自らが決めた避難のトリガー情報のプッシュ通知により、確実な避難行動を後押し。

洪水ハザードマップによる地域の水害リスクの認識、家族構
成や生活環境に合わせた避難のトリガー情報の検討や行
動計画の作成を行う。

避難のタイミングで
プッシュ通知！

地域のワークショップや学校の授
業によるマイ・タイムラインの作成

マイ・タイムラインの作成
（従来からの取り組み）

マイ・タイムラインに基づく行動をスマホで状況確認し、
避難のタイミング等をPUSH通知

マイ・タイムラインのイメージ

避難のトリガー等のマイ・タイムラインをスマホで作成。
避難のタイミングになった際は、プッシュ型で情報を受信。

国 市

テレビの天気予報
を注意

ハザードマップで
避難所を確認！

非常持出袋の準
備足りない物を買
い出し！

川の水位をイン
ターネットで確認。

行動計画

3日前

おじいちゃんと
避難開始！

避難所に
避難完了！

避難
指示

Lv4
相当

高齢
者等
避難

Lｖ３
相当

氾濫
発生

現在

マイ・タイムライン
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長時間先の水位予測情報の提供

Before

目指す姿

概要
○令和３年出水期から、国管理の洪水予報河川すべて、洪水予報の発表の際に６時間先までの水位予測情報
の提供に向け改良中。また、首都圏を流れる荒川では、概ね１日半先までの予測情報を試験的に活用。

○大河川では、更なる長時間化や予測精度向上に取り組むとともに、これまで水位予測情報が提供されていな
かった中小河川への適用拡大を進め、河川の増水・氾濫の際の災害対応や住民避難を促進。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

長時間先の水位予測技術の開発による災害対応や避難行動等の支援

洪水予報の発表の際に、3時間先までの
水位予測情報を提供

国管理の洪水予報河川では、洪水予報の発表の際
に、発表の基準としている水位観測所毎の水位予測
情報を３時間先まで提供しているところ。

今年の出水期から、すべての国管理の
洪水予報河川で、水位予測に観測水位を
同化させ精度の向上を図った予測モデル
に基づき、６時間先までの水位予測情報
を提供。

１日半先のイメージ

洪水予報で6時間先までの
水位予測情報を提供

長時間先の水位予測の技術開発
により主要な大河川に実装

After

気象庁提供の１日半先までのアンサ
ンブル降雨予測等を活用した長時間先
水位予測により、災害対応に活用する
とともに、地方公共団体による大規模
な広域避難を支援。

長時間先水位予測情報の対象拡大及び更なる長時間化の技術開発・実装１日半先の試験運用開始

水位予測情報の提供可能河川の拡大中小河川の水位予測技術の開発６時間先水位予測情報

３時間先までの水位予測情報の提供（イメージ）

３時間後までの予測
では、氾濫危険水位
の超過が見通せない
ケース。

実績 予測

６時間先までの水位予測情報の提供（イメージ）

氾濫警戒情報【警戒レベル３相当】の発表を早めることで、
高齢者等の避難のリードタイムをさらに確保！

氾濫危険水位超過をより早期に察知

氾濫危険水位

実績 予測
氾濫危険水位
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官民が連携した浸水センサの設置・活用

■浸水センサの設置者が、被害状況の迅速な把握と対応の円滑化が可能となるとともに、それらの情報を
各種企業や行政間で共有することで、流域全体の災害対応力が向上。
■そのため、浸水データの共有、効率的な管理を行う共通プラットフォームを構築。今後実証実験※を予定

保険加入者住宅
への設置による、
被害状況の把握、
保険金支払いの
円滑化

警備対象施設に
おける浸水被害
の早期検知、対
応の迅速化

店舗施設におけ
る浸水被害の早
期検知、対応の
迅速化

河川における越
水や破堤の早期
把握

各種ファシリティの
浸水把握

地域の被害把握、災害対応の
迅速化。

車両の被害把握。道路、
鉄道、斜面把握等

浸水センサ

データ集約

河川管理

市町村

その他

施設管理

保険会社

警備会社

店舗管理

※R3.9.10発表 ワンコイン浸水センサ実証実験準備会合への参加者の公募 https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001088.html



Web会議システム等を活用した流域市町村とのホットライン（Webホットライン）

 Web会議システム等を活用し、河川管理者や市町村等の流域関係者全員で河川やダムの状況を確認しながら、
災害の危険を共有（Webホットライン）。
 河川ライブカメラ映像や地図、イラストなどを用いて、河川の状況や災害の危険をWebで分かりやすく伝達し共
有することができる。また、コロナ禍におけるリエゾン派遣等が限られる状況での情報共有も可能。
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ホットライン

ダム貯水位

河川水位

ライブカメラ

・Webホットラインとは、Web会議システムや河川事務所
と流域の市町村を接続する防災用の専用光ファイバ回線
を用いたオンライン会議。
・個別市町村と電話でやり取りを行う従来のホットラインと
比べ、Web会議システム等を活用することで、流域内の
複数の市町村へ同時に連絡ができ、ライブカメラ、資料を
用いて河川状況を共有することが可能。

防災用
光ファイバ
回線

Webホットライン Webホットラインによる洪水対応演習例

・河川事務所と流域の市町村をオンライン会議で接
続し、河川の状況の伝達、ライブカメラ映像の確認
等を行う演習を実施。



○ 三次元点群データを活用した三次元河川管内図等により、河川等の「調査・計画」、「設計」、「施工」、「維持・管理」、
「被災調査」の一連の業務を高度化・効率化し、人口減少下での持続可能なインフラ整備・管理に貢献。

○ また、河川利用者等に対するサービスの向上を目指した占用許可等のオンライン化や、データのオープン化による他
分野との連携等も推進する。

三次元河川管内図の整備（P26参照）

UAV・AI技術による調査・点検

新技術等を活用した河川等の整備・管理DX（高度化・効率化）

衛星画像による海岸線モニタリング

大規模停電時の水門操作情報の
一元監視、無動力操作技術開発

［利用者サービスの向上］

［持続可能なインフラ整備・管理への貢献］

共通プラットフォームを活用した
下水道施設情報等の管理・活用
（P26参照）

Before After

HMD技術等を活用した
支援システム

✓人力による縦横断測量
✓取得データは線データ

✓ドローン等による測量
✓取得データは面データ

面データ取得により
維持管理を高度化

撮影カメラ

装着者用
ディスプレイ

自治体の災害査定プロセスでの
三次元データの活用

UAVによる
３D測量

地すべり

海

砂浜

整備・管理DXの推進［住民への行政サービスの向上と、持続可能なインフラ整備・管理につながるDX］
新規
事項

２．国土強靱化に資するDXの推進

占用許可等のオンライン化及び三次元地形
データ等を活用した、占用者の申請書類作成
補助の検討

三次元管内図

調査・計画

施工

維持・

管理

樹木群の伸長把握
MaDIS等
各種DB

UAVによる水中部の調査
（グリーンレーザー測量）

◆三次元計測データ
・定期縦横断
測量（ALB等）
・巡視、点検、被災調査
（陸上・水中ﾚー ｻ゙ ﾄー゙ﾛー ﾝ等）

人口減少下においても、新技術等の活用により業務を高度化・効率化することで、持続可能な
インフラ整備・管理につなげる

河川環境情報図の３D化

出典：令和４年度 水管理・国土保全局予算概算要求概要（令和３年８月 国土交通省水管理・国土保全局）を一部修正

48



三次元河川管内図の作成推進

〇 三次元点群データを活用
した三次元河川管内図を
整備することにより、河
道や堤防の変状把握や任
意箇所での横断図の作成
等、河川の維持管理業務
の高度化・効率化を推進
する。

横断図

平面図

従来～現在 現在～今後

三次元点群データの活用

三次元河川管内図

二時期比較により堤防の変状を把握

３Dハザードマップによる分かりやすい情報提供

任意箇所での求積により河道の変状量を把握

任意箇所での横断図を作成

二次元での表示

49



ドローンを活用した河川巡視の高度化

 従来、職員が目視で行っていた監視や記録、異常発見までを自動化し、河川巡視の高度化、効率化を図る。
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巡視方法： パトロール車による目視巡視
記 録： 現地で作業員が記録し、事務所等でデータを

整理
異常発見： 職員が経験により判断
そ の 他 ： 河岸や車の進入が困難な箇所は徒歩や船で

巡視

河川巡視(目視) ドローンを活用した河川巡視(画像AI)

巡視方法： 搭載したカメラによる監視
記 録： 監視から記録までを自動化
異常発見： 画像解析、AI技術により自動抽出
そ の 他 ： 堤防を含む河道空間をドローンによる巡視

を実施

＜期待される効果＞

○ 洪水による河道の変化を定量的に把握

○ 日々の巡視では変化を捉えにくい土砂移動や樹木の変化を定量的に把握

○ 施設の損傷等の経年的変化を定量的に把握

○ 人が近づきにくい部分や危険箇所の状況を容易かつ安全に把握



洪水時の流量観測の無人化・自動化

 現在、洪水時の流量観測は、浮子観測を基本としているが、近年、洪水が激甚化する中で、観測員が待避を余
儀なくされ観測が困難となる事案が頻発。また、観測が昼夜、長時間に及ぶため、人員確保も課題。このため、
洪水時の流量観測の無人化、自動化の技術開発を推進。

■背景

電波流速計測法

■流量観測の無人化・自動化技術開発

※ 現在、現場実証実験を実施中

画像処理型流速計測法
現在の浮子を用いた流量観測 （最低5人程度の観測員が必要）

渡月橋
浮子投下位置

溢水

溢水

浮子観測では、作業が長期化
した場合、交代要員が必要。

2013年台風18号では、桂川
の氾濫により観測員が退避。 51



52

ご清聴ありがとうございました。
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